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1.1 研究の背景 

 近年、首都圏に代表される都市部の大規模建築では従来の大地震時の安全性能に加え、事業継続

性や帰宅困難者等の対策が急務となっており、L1・L2 地震動に対してより高い耐震性能を付加し、

さらには L3 地震動にも余裕度を検証することが求められている（表 11））。一方、米国では FEMA

等の政府機関と関連学協会が連携し、最大級地震（MCE，Maximum Considered Earthquake）を考慮

したコンセンサスモデルによる確率論的なリスク評価手法を用いた定量的な耐震性能評価手法 2）

を策定し、安全性だけでなく経済性・復旧性を見込んだレジリエンスベースドデザインが提案され

ている 3）。さらに、この手法により優良な建物を積極的に評価・認証する制度が始まっている例えば

4)5)（図 1.1-1）。 

 

表1 東京都による東京都臨海部に建設される超高層建築物等の設計目標の目安1）9） 
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図 1.1-1 優良な建物の評価・認証制度の例 5） 
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1.2 研究の流れ 

筆者らは東京・新宿に建つ既存超高層建築である工学院大学新宿校舎を対象とし、様々なタイプ

の L1～L3 地震による設計クライテリアを設定し、現有の耐震性能とダンパーによる補強効果の評

価を行った 6)。本研究ではさらに制振による耐震性能向上を経済性によって評価する試みとして、 

以下を行う。 

1) 文献 7)8）の手法を用い非制振状態の現状モデルと、制振補強モデルを用いて直接費及び間接費

による損傷費用の比較を行い、地震リスク評価を行う。 

2) 地震発生確率を考慮し、供用期間を通じて間接費を含む総支出の少ないようなライフサイクル

コストを評価する。その際、地震発生確率の評価法として、表 1に示される工学的判断による

L1~L3 地震の発生確率に加えて、最新の地震学的な知見を取り込んだ地震動予測地図（地震調

査研究推進本部）による東京都心部の地震発生確率を使用し，評価結果の比較検討を行う。 
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6 

 

 

 

 

 

 

第 2章 
 

 

 

 

 

 

 

 

対象建物概要及び 

3次元立体フレームモデル概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1 対象建物概要 

2.2 3次元立体フレームモデル概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

 

2.1 対象建物概要 

対象建物である工学院大学新宿校舎（以下、大学棟）は新宿・新宿に建つ、1989年に竣工された

地下 6階・地上 28階（+3階分のペントハウス）の鉄骨造超高層建築である。図 2.1-1の軸組図に

示すように東西コアはブレースを有し、2つのコアは 25.6ｍの大スパン梁で接続されている。16階

と 21 階は階高が他階よりも高く 5ｍを超えており、東西方向にブレースによるスーパートラスを

配置し、その階では東西方向に高い層剛性を有している。一方，図 2.1-2，図 2.1-3の立面・平面

図に赤で示す位置に強震計（加速度センサー）が設置されており、竣工以来、強震観測を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-3 平面図、加速度センサー設置位置 

 

 

図 2.1-1 軸組図 
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図 2.1-2 立面図、加速度センサー設置階(赤) 
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2.2 3次元立体フレームモデル概要 

 既存の立体フレームモデル 1）及び構造計算書を基に地震応答解析ソフト SNAP Ver.7（構造シス

テム社）を用いて 3次元立体フレームモデルを作成した。地下部は硬質な工学的基盤上の直接基礎

であり、SRC/RC造の非常に高い剛性となっているため、本モデルでは 1階柱脚を固定端と仮定し、

地上部の構造部材のみモデル化する。建物重量は構造図及び構造計算書により算出したが、2011年

東北地方太平洋沖地震（以下、311 地震）の観測記録の主要動における固有周期と適合させるため

に構造計算書による重量を 1割増した（表 2.2-1）。表 2.2-2に各階重量を示すが、スーパートラス

が配置されている 16階と 21階は他階と比較し、層重量が大きいことが分かる。梁は床スラブを考

慮した合成梁とし、断面二次モーメント及び正負で異なる全塑性モーメントを合成構造設計指針 2）

の数式より算出した。柱は曲げと軸力による塑性化を考慮している。ブレースは座屈を考慮した柴

田・若林の履歴特性 3）を、柱・梁のパネルゾーンは弾性範囲内でのせん断変形をそれぞれ考慮した。

また、減衰定数は 311地震の観測記録から同定した NS1 次 1.9％、3 次 3.0％、EW1次 1.2％、3次

3.0％のレーリー型減衰とした 4）。立体モデルの妥当性は過去最大の応答値を観測した 311 地震の

観測記録と応答解析結果の比較により行った。一例として、図 2.2-2 に最上階（29 階）、図 2.2-3

に 22階と EW成分の加速度と変位波形の観測波形と解析結果の比較を示すが、全継続時間で両者の

振幅・位相は非常に良く一致している。 

 

表2.2-1 3次元立体フレームモデルと311地震観測の固有周期、減衰定数 

 

方向 

 

次数 

固有周期（s）  

減衰 

定数 

 

方向 

 

次数 

固有周期(s)  

減衰 

定数 

立体 

モデル 

311地震 

観測 

立体 

モデル 

311地震

観測 

 

NS 

1 3.038 3.080 0.019  

EW 

1 2.936 2.960 0.012 

2 0.966 0.950 0.012 2 1.015 0.990 0.012 

3 0.496 0.470 0.030 3 0.543 0.502 0.030 

 

表2.2-2 立体フレームモデルの各階重量(t) 

1 階 2 階 3 階 4 階 5 階 6 階 7 階 8 階 9 階 10 階 

109.7 675.7 955.0 731.6 980.2 902.2 954.9 949.2 943.1 941.9 

11 階 12 階 13 階 14 階 15 階 16 階 17 階 18 階 19 階 20 階 

902.8 917.6 873.2 945.6 1152.1 1433.2 1141.9 937.8 933.6 931.6 

21 階 22 階 23 階 24 階 25 階 26 階 27 階 28 階 29 階 30 階 31 階 

1326.3 989.3 896.1 882.7 882.6 880.1 879.1 878.7 1057.9 539.5 643.9 
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図 2.2-1 対象建物 立体モデル 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-2 311地震時の解析・観測波形の比較（最上階） 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-3 311地震時の解析・観測波形の比較（22階） 
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3.1 対象建物の修理・再調達費用 

3.2 フラジリティ曲線の作成 

 3.2.1 フラジリティ曲線の妥当性検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

11 

 

0.0

0.5

1.0

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05

確率

rad

構造部材（層間変形角）

軽微

小破

中破

大破

][SafeP

][FailP

 

3.1 損傷費用期待値算出方法 

文献の手法 1）2）を参考に式(1)から損傷費用期待値  DCE を算出する。 

 

         FailCEFailPSafeCESafePCE DDD   …(1) 

 

ここで式中の  SafeP 、  SafeCE D はそれぞれ、建物が修理可能な場合の確率と損傷費用期待値、

一方、  FailP 、  FailCE D は建物が修理不可能な場合の確率と損傷費用期待値である。  SafeP 、

 FailP は図 3.1-1 のようにフラジリティ曲線により定め、いずれかの層の構造部材の損傷状態が大

破に達したら建物全体が修理不可能とする。なお、結果のバラツキを考慮するために、複数サンプ

ルの  DCE を算出し、それらを平均化して損傷費用期待値を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 層間変形角と損傷度の関係（フラジリティ曲線）と修理可能・不可能な確率の評価法 

 

3.2 修理可能な場合の損傷費用（  SafeCE D ） 

修理可能な損傷費用は次式に示すように建物・収容物の直接被害と、収益損失による間接被害よ

り評価する 1),2)。 

C建物＋C収容物＋C収益損失 …(2) 

 

ここで、C建物、C収容物、C収益損失はそれぞれ、建物と収容物の損傷費用、建物復旧期間中の収益損失額

である。 

 

3.2.1 建物の損傷費用（C 建物） 

修理可能な場合の建物の損傷費用は，確率的リスク評価手法により算出する1),2)。この手法では、

入力地震動（複数サンプル）を設定して地震応答解析を行い、各層の応答結果とフラジリティ曲線

から建物の修理・再調達費用を確率的に評価する。すなわち，各層の「損傷状態確率」と対象建物

の「修理・再調達費用」、「損傷状態と修理・再調達費用率1)」の3つを乗じることで各層の損傷費

用を算出し、全層の損傷費用を合計し、建物全体の損傷費用を算出する。損傷状態と修理・再調達

費用率との関係は文献1)3)4)を参考に表3.2-1の値に設定した。 

 

表3.2-1 損傷状態と修理・再調達費用率の関係 

修理・再調達費用率1） 0％ 2％ 10％ 50％ 100％ 

被害度1)3)4） 無被害 軽微 小破 中破 大破 

損傷度3） ― 損傷度1 損傷度2 損傷度3 ― 
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3.2.1.1 対象建物の修理・再調達費用 

修理・再調達費用は文献 3）を参照し、対象建物の新築工事の請負代金内訳書より表 3.2-2のよう

に設定した（地盤は良好であるため、地下部分は除外し、地上部のみを対象）。表の「非構造部材

（加速度）」はフラジリティ曲線が最大加速度に依存する部材であり、ここでは天井の代金を各階

面積に比例配分する。一方、「非構造部材（変形）」は層間変形角に依存する部材であり、外壁・

内壁の代金を各階面積に、「各種設備」は加速度依存として電気設備工事・空調設備工事・給排水

衛生設備工事の代金を各階面積に、「構造部材」は地上躯体・鉄骨の代金を各階面積と部材数に応

じそれぞれ比例して分布するものとした（表 3.2-2）。図 3.1-2 に本研究で用いる各費用の構成比

と、縦軸に金額、横軸に階数とした修理・再調達費用を示す。 

 

表3.2-2 修理・再調達費用 代金内訳 

 判定の指標 請負代金書項目 各階比例 

非構造部材（加速度） 加速度 天井 面積 

非構造部材（変形） 層間変形角 外壁・内壁 面積 

各種設備 加速度 電気・空調・給排水衛生設備 面積 

構造部材 層間変形角 地上躯体・鉄骨 面積+部材数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-2 対象建物 新築工事費の構成比（左）と各階の修理・再調達費用（右） 

 

 本研究ではさらに，高層建築に特有な修理・再調達費用の割り増しを考慮する。すなわち、既存

の地震時の修理・再調達費用に関する資料例えば 1）2）5）で対象としている建物は、住宅や中低層建物

で階高は高くても 10 階程度である。一方、タワーマンションに代表される超高層建築の大規模修

繕工事では、一般に 15～20 階程度を超えると施工方法が大きく異なり、枠組足場ではなく屋上か

ら吊り下げ昇降させるゴンドラや移動昇降式足場が必要となるなど、より高額になる 6）。例えば国

土交通省が示す修繕積立の見込み金額は 15階建未満のマンションと、20階以上のタワーマンショ

ンとを比較したとき、後者が平均で 16％ほど高額となる 7）。以上を踏まえ本研究では、得られた修

理・再調達費用を 2割増した金額を直接費として使用する。 
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3.2.1.2 フラジリティ曲線の作成、および、311 地震の実被害による精度検証 

本研究で用いる損傷度別のフラジリティ曲線を図 3.1-3 に示す。曲線は対数正規分布とし、対数

中央値は対象建物を用いたプッシュオーバー解析の結果 8）と、文献 3）4）9）を参考に表 3.2-3の

値を設定した。さらに各曲線には対数正規分布のバラツキを考慮し、その標準偏差σ＝0.41）とし

た。 

 

表 3.2-3 対数中央値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-3 各フラジリティ曲線 

 

評価法の妥当性の検証として、311 地震の際に対象建物の 1階で観測された波形を入力地震動と

して応答解析を行って得られた損傷費用期待値と、実際の 311 地震時の被害額との比較を行った。

ちなみに、311 地震時に対象建物では構造的な被害はなく、主な被害は天井パネル（石膏ボード）

の落下、間仕切壁の変形、什器類の落下・転倒、および、エレベータケーブルの絡みなどであった
10）。ここでは、被害が最も顕著かつ広範囲に生じた天井パネルの落下による損傷費用を検証対象と

する。応答解析を行った最大応答値と、図 3.1-3(a)に示すフラジリティ曲線を重ね合わせたものを

図 3.1-4 に示す。図 3.1-4 から得られた各階の損傷状態確率と、図 3.1-2 に示す対象建物の修理・

再調達費用、また、表 3.2-1 の損傷状態と修理・再調達率の関係 1）の 3つを乗じることで得られる

各階の損傷費用は図 3.1-4 となる。建物の 1次と 2次モードに相当する上層階と中間階で天井被害

が集中する傾向は実際の被害状況 10）とも一致し、損傷費用期待値は 162.7 万円という結果となっ

た。一方、311地震時の被害額は、表 3.2-4 に示すように天井パネルの損傷枚数 10）と，パネルの市

場価格より求め、約 163.5 万円となった。両者はほぼ一致しており、手法の有効性が確認できた。 

状態 損傷度 1 損傷度 2 損傷度 3 ― 

軽微 小破 中破 大破 

非構造部材 変形依存型 3）(rad) 1/150 1/60 1 ― 

加速度依存型 9）

(cm/s/s) 

150 300 1200 ― 

各種設備 3）(cm/s/s) 250 500 1000 1500 

構造部材 4）(rad) 1/200 1/150 1/100 1/50 
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表 3.2-4 311 地震時 推定天井被害額と応答解析から算出した損傷費用期待値 

天井パネル価格 1.46（万円/㎡） 

天井面積 1.6（㎡） 

被害天井パネル枚数 70（枚） 

推定天井被害額 163.5（万円） 

応答解析から算出した損傷費用期待値 162.7（万円） 

 

3.2.2 収容物の損傷費用（C 収容物） 

修理可能な場合の収容物の損傷費用（C 収容物）を建物の損傷費用（C 建物）と同様の方法で算出す

る。ここでは文献 1)2)と同様に修理・再調達費用は建物と収容物とで同額と仮定し、フラジリティ

曲線は図 3.1-3(c)で示す各種設備（加速度）を用いる。また、損傷状態と修理・再調達費用率は表

3.2-52）とする。 

 

表 3.2-5 収容物の損傷状態と修理・再調達費用率の関係 2） 

損傷度 無被害 軽微 小破 中破 大破 

修理・再調達費用率 0％ 0.01％ 0.05％ 0.25％ 0.5％ 

 

 

3.2.3 収益損失額（C 収益損失額） 

 修理可能な場合の収益損失額（C 収益損失）は対象建物がオフィスビルであると仮定し、地震被害で

生じる修復期間中の使用不可による賃料の収益損失額を用い、式(3)より算出する 1),2)。 

 

C収益損失＝E0×Dlost …(3) 

 

 ここで、式中の E0は平常時一日あたりの収益、Dlostは建物の損傷による累積損失日数である。収

益 E0は、2019 年 1 月現在の東京・新宿のオフィスビル家賃相場が約 3 万円/坪平均 11）であり、対

象建物の収益面積は約 200 坪/階で 28 階建であることから、平常時の一日あたりの売上高 E0＝
0.056 億円/日とする。一方、累積損失日数 Dlostは、損傷比率 DF（Damage Factor＝建物の損傷費

用/建物の損傷費用）から文献 2)12)を参考として，図 3.1-5、式(4)より算出する。なお，図 3.1-

5 は対象建物の新築施工日数が約 2年であることと、震災後の混乱等を考慮し、被災から解体まで

の期間も約 2年 12)と仮定して、DF=100％となる点が 1500日（約 4年間）となるように設定した。 

 

Dlost＝6×DF …(4) 

図 3.1-4 フラジリティ曲線と応答解析結果 
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図 3.1-5 本研究で用いる損傷費用-累積損失日数関係 

 

3.3 修理不可能な場合の損傷費用（  FailCE D ） 

 修理不可能な場合，建物と収容物を全て再調達すると仮定した。さらに建物修復期間中の収益も

損失されるので、損傷費用（E[CD|Fail]）は、建物の再調達費用＋収容物の再調達費用＋修復期間

（1500 日）×売上高 E0（0.056 億円/日）より算出する。 
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4.1 応答解析による対象建物の損傷費用算出 

以上の方法により、制振ダンパーによる補強無しの現状モデルと、文献 1）で作成した制振補強

を行ったモデルを用いて損傷費用期待値の比較を行う。 

 

4.2 使用モデル 

 ダンパー補強無しの現状モデル（以下、D00）と、文献 1）で設定した 44本・64本・88本のダン

パーで制振補強を行ったモデル（以下、D44、D64、D88）を用いる。D44は L2地震動で層間変形角

を 1/100以内に抑える基本モデル、また、D64・D88は余裕度を見込んで、それぞれ D44の 1.5倍・

2倍のダンパー本数を有するモデルである。図 4.2-1に軸組図，図 4.2-2に平面図でのダンパー設

置位置を赤色で示す。また、各方向、各次数の固有周期（表 2.2-1）の正弦波 1波を与え、自由振

動の振幅比から減衰定数を算出した結果を表 4.2-1に示す。使用しているオイルダンパーは BDH型

制振オイルダンパー2）であり、表 2.2-2にダンパー概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.2-1 軸組図 ダンパー設置位置1）（赤色） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4-2 平面図ダンパー設置位置 1） 
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表 4.2-1 各モデル 減衰定数 

モデル 
1次 2次 3次 

NS EW NS EW NS EW 

D00 0.019 0.012 0.022 0.012 0.024 0.014 

D44 0.039 0.035 0.038 0.031 0.038 0.028 

D64 0.04 0.053 0.038 0.049 0.038 0.044 

D88 0.048 0.073 0.046 0.067 0.044 0.055 

 

表 4.2-2 オイルダンパー概要 2） 

両端仕口長さ：Lc（cm） 80 ブレース断面積：A（㎠） 201 

ダンパー部長さ：Lb（cm） 156 1次減衰係数：C1（kN/s/cm） 375 

2次減衰係数：C2（kN/s/cm） 15.5 リリーフ速度：Vr（cm/s） 4.3 

最大速度：Vmax（cm/s） 30 リリーフ荷重：Fr（kN） 1600 

最大減衰荷重：Fmax（kN） 2000 ダンパー剛性：Kd（kN/cm） 5400 

 

4.3 入力地震動 

 既往研究 1）では、本対象建物では告示波と想定した長周期・長時間地震動とでは最大応答値に大

きな差は見受けられなかった。従って本研究では入力地震動として、確率的リスク評価を行うため

に振幅を告示スペクトルの中央値から変化させ、表 4.3-1 のパラメータによる Jennings 型の包絡

関数に適合する模擬地震動 3）を、ランダム位相を用いて複数波作成した。地震動レベルは、表 4.3-

2の告示スペクトルによる従来の L1（稀に発生する地震）と L2（L1の 5倍、極めて稀に発生する

地震）に加え、東京都による構造設計指針 4)5）を参考とした L2の 1.5倍の L3とした。また、ラン

ダム位相と振幅のバラツキを考慮するため、12種類の乱数を用い、文献例えば 5）を参考に対数正規分

布（標準偏差σ＝0.4）で振幅にバラツキを与えた 50 波を用いて検証を行った。図 4.3-1 に L2 地

震動を対象とした加速度応答スペクトル（h=0.05）の分布図と、中央値と最小・最大値を示した加

速度波形を示す。また、図 4.3-2 に L1～L3 地震動の速度波形と，全サンプル波による最大速度振

幅の平均値を示す。 

 

表4.3-1 Jennings型の包絡関数の経時特性パラメータ 

tb（立ち上がり時間） 4 秒 tc（主要動時間） 35 秒 

td（コーダ時間） 80 秒 te（終了時間） 82 秒 

 

表4.3-2 平成12年 建設省告示1461号に規定された工学的基盤上の地震動 

周期（秒） 加速度応答スペクトル（m/s/s） 

希に発生する地震 極めて希に発生する地震 

T＜0.16 （0.64+6T）Z 希に発生する地震動に対する 

加速度応答スペクトルの 

5倍の数値とする． 
0.16≦T＜0.64 1.6Z 

0.64≦T （1.024/T）Z 

この表において、T及び Zは、それぞれ建築物の周期（単位 秒）及び 

令第 1項に規定する Z（地震地域係数）の数値を表す。 
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図4.3-1 入力地震動L2（左：告示スペクトルとその確率的分布モデル，右：加速度波形の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.3-2 地震動レベル別の全50波の速度波形と最大速度振幅の平均値 

 

4.4 応答解析結果 

以上のモデルと入力地震動を用いて応答解析を行った。図4.4-1に加速度、図4.4-2に層間変形

角の結果をそれぞれ各モデル・地震動レベル別に、平均値と標準偏差を伏せて示す。ダンパー本

数の増加に伴い、最大応答値の低減の確認できる。ダンパーによる応答値の低減効果はD00とD44

との間で最も顕著に表れており、特にL1地震動の加速度やL1~L3地震動の層間変形角の低減が明瞭

に確認できる。また，図4.4-3～6に最大層間変形角が最大となる21階の全波形（50波）の最大応

答値と平均、標準偏差と各フラジリティ曲線との対応を示す。どのモデルにおいてもダンパー本

数の増大に伴い、大破の確率が小さくなり、損傷レベルが減少していることが良く分かる。また

図4.4-6の構造部材で示すように、L1地震動では全地震波で大破には至らず、修理不可能にはなら

ない。 
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(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-1 応答解析結果（加速度） 
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(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-2 応答解析結果（層間変形角） 
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(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-3 21階 最大応答値とフラジリティ曲線の対応（非構造部材 加速度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-4 21階 最大応答値とフラジリティ曲線の対応（非構造部材 層間変形角） 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-1) D00 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-2) D44 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-3) D64 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-4) D88 
1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ

(c-1) D00 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-2) D44 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-3) D64 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-4) D88 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ

(c-1) D00 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-2) D44 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-3) D64 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

(c-4) D88 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 500 1000 1500 2000

確率

cm/s/s

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ

(c-1) D00 (c-2) D44 (c-3) D64 (c-4) D88 
1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad

(c-1) D00 (c-2) D44 (c-3) D64 (c-4) D88 
1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad

(c-1) D00 (c-2) D44 (c-3) D64 (c-4) D88 
1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

平均

+σ

-σ
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.005 0.01 0.015 0.02 0.025

確率

rad



 

23 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-5 21階 最大応答値とフラジリティ曲線の対応（各種設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) L1地震動 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) L2地震動 

 

 

 

 

 

 

 

(c) L3地震動 

図4.4-6 21階 最大応答値とフラジリティ曲線の対応（構造部材） 
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4.5 損傷費用期待値の算出結果 

損傷費用期待値の算出結果を表4.5-1～3，図4.5-1に示す。どの地震動レベルにおいても制振補

強を行うことで損傷費用期待値が低減している。低減率ではL1地震動が最も顕著に表れており、

価格は小さいがどのモデルにおいてもD00から7～8割減少している。一方、L2地震動では4～6割、

L3地震動は2～4割減少しており、地震動レベルが大きくなるにつれてD00の結果と比較した低減率

は小さくなっている。これは、地震動レベルが大きくなると修復不可能な確率が高くなり、ダン

パーを付加しても修理不可能な場合が現れて損傷費用が増大するためである。但し、制振化費用

をダンパー一基当たり1,000万円と仮定すると、制振化費用を見込んでもコスト面で補強のメリッ

トがあることが分かった。D00からD44は費用が大きく低減したが、D64・D88はD44と比較して大き

な低減差は見受けられないことより、今後ダンパー本数を設定する際には、安全性の余裕度とコ

ストのバランスを考える必要がある。 

 図4.5-2に修理可能な場合の各損傷費用の内訳を示す。L1地震動では各種設備や収容物の占める

割合が大きいが、L2・L3地震動では構造部材の占める割合が大きい。これはL1地震動では構造部

材（変形）が大破にまで至らないが、L2・L3地震動になると層間変形角が大きくなり、構造部材

（変形）の損傷度レベルが大きくなるためである。また、どのモデルにおいても構造部材のみな

らず、各種設備や収容物の損傷費用も大きな割合を占めていることから、建物の耐震性能を向上

させる手段として、制振補強のみならず設備機器の固定化や非構造部材の耐震対策も伏せて実施

することが効果的であると考えられる。 

 

表4.5-1 L1地震動による損傷費用期待値算出結果 

モデル名 D00 D44 D64 D88 

制振化費用（億円） 0 4.4 6.4 8.8 

修理可能な確率：  SafeP  
1 1 1 1 

建物の 

損傷費用： 

C建物（億円） 

構造部材 0.0403 0.0065 0.0047 0.0027 

各種設備 0.0374 0.0128 0.0117 0.0093 

非構造部材（変形） 0.0039 0.0006 0.0004 0.0002 

非構造部材（加速度） 0.0084 0.0045 0.0043 0.0037 

収容物の損傷費用：C収容物（億円） 0.0550 0.0205 0.0190 0.0153 

損傷比率：DF（％） 0.0891 0.0275 0.0246 0.0192 

累積損失日数：Dlost（日） 0.5343 0.1651 0.1478 0.1152 

収益損失額：C収益損失（億円） 0.0299 0.0092 0.0083 0.0065 

損傷費用：CD＝C建物＋C収容物＋C収益損失（億円） 0.1749 0.0540 0.0484 0.0377 

修理可能な場合の損傷費用：  SafeCE D （億円） 
0.1749 0.0540 0.0484 0.0377 

修理不可能な場合の損傷費用：  FailCE D （億円） 
0 0 0 0 

損傷費用期待値：  DCE （億円） 
0.1749 0.0540 0.0484 0.0377 

D00からの低減率 － 69％ 72% 78% 
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表4.5-2 L2地震動による損傷費用期待値算出結果 

モデル名 D00 D44 D64 D88 

制振化費用（億円） 0 4.4 6.4 8.8 

修理可能な確率：  SafeP  
0.64 0.79 0.84 0.86 

建物の 

損傷費用： 

C建物（億円） 

構造部材 5.27 3.92 3.43 3.04 

各種設備 2.00 1.60 1.61 1.45 

非構造部材（変形） 0.48 0.35 0.30 0.27 

非構造部材（加速度） 0.11 0.10 0.10 0.10 

収容物の損傷費用：C収容物（億円） 2.16 1.61 2.01 1.40 

損傷比率：DF（％） 6.16 4.65 4.58 3.84 

累積損失日数：Dlost（日） 36.94 27.91 27.47 23.04 

収益損失額：C収益損失（億円） 2.07 1.56 1.54 1.29 

損傷費用：CD＝C建物＋C収容物＋C収益損失（億円） 12.09 9.13 8.99 7.54 

修理可能な場合の損傷費用：  SafeCE D （億円） 
5.36 5.40 6.25 5.17 

修理不可能な場合の損傷費用：  FailCE D （億円） 
89.77 52.36 40.23 34.32 

損傷費用期待値：  DCE （億円） 
95.13 57.76 46.48 39.49 

D00からの低減率 － 39% 51% 58% 

 

 

表4.5-3 L3地震動による損傷費用期待値算出結果 

モデル名 D00 D44 D64 D88 

制振化費用（億円） 0 4.4 6.4 8.8 

修理可能な確率：  SafeP  
0.37 0.50 0.58 0.63 

建物の 

損傷費用： 

C建物（億円） 

構造部材 7.28 6.39 5.94 5.50 

各種設備 3.42 2.96 2.77 2.66 

非構造部材（変形） 0.80 0.66 0.57 0.51 

非構造部材（加速度） 0.16 0.14 0.14 0.13 

収容物の損傷費用：C収容物（億円） 5.11 4.16 3.58 3.34 

損傷比率：DF（％） 10.31 8.79 7.98 7.47 

累積損失日数：Dlost（日） 61.84 52.77 47.91 44.80 

収益損失額：C収益損失（億円） 3.46 2.95 2.68 2.51 

損傷費用：CD＝C建物＋C収容物＋C収益損失（億円） 20.24 17.27 15.68 14.66 

修理可能な場合の損傷費用：  SafeCE D （億円） 
3.85 4.81 5.42 5.74 

修理不可能な場合の損傷費用：  FailCE D （億円） 
155.77 123.08 103.02 95.00 

損傷費用期待値：  DCE （億円） 
159.62 127.89 108.23 100.74 

D00からの低減率 － 20% 32% 37% 
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図4.5-1 損傷費用期待値結果（億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.5-2 修理可能な場合の損傷費用内訳（億円） 
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5.1 ライフサイクルコスト評価 

次に建物の供用期間を通じた損傷費用の累積値を考慮し、ライフサイクルコスト（以下、LCC）の

視点から制振補強の費用対効果を検討する 1）。使用する地震発生確率のモデルは、表 5.1-1に示す

東京都の設計指針 2）による工学的判断に基づくモデル（以下、工学モデル）、および表 5.1-2 に示

す地震学の知見を踏まえた地震動予測地図（地震調査研究推進本部 3））による東京都心部（新宿駅

西口地域）の地震ハザードを考慮したモデル（以下、地震学モデル）の二つのモデルを用いる。LCC

は式(1)に示すように、既に得られた損傷費用期待値と地震発生確率から、建物の供用期間と期待

LCC（E[CL]）の関係を算出する。 

  ( ) ( ) jD

allsources

K

j

jlifeL LCELvtCCE +=  
=1

1  
 

…（1）1） 

 

ここで、式(1)の E[a]は確率変数 a の期待値、C1は制振化による初期費用、tlifeは建物の供用期

間、allsources は文献 1）では用いた全ての震源を指すが、ここでは用いる地震/地震動の種別を

意味する。CD(Lj)は地震動レベル Lj の地震に対する損傷費用、v(Lj)は地震動レベル Lj の地震の年

発生確率である。v(Lj)の具体的な値は表 5.1-3に示しており、次のように設定する。まず、工学モ

デルでは、L1~L3 地震の発生確率を一般的な数十年、数百年、数千年に一度程度の地震と仮定した

ポアソンモデルを用いる。具体的には、その超過確率は設計用地震動の世界標準とされる約 475年

に 1度（50年発生確率が 10％）を L2とし、L1は約 72.6年に 1度（50年発生確率が 50％）とする
4）5）。一方、L3地震動は、L2地震動の約 1/5の確率である約 2475年に 1度（50年超過確率が 2％）

とする。この値は米国の基準地震動（ASCE7）における、最大級地震（MCE, Maximum Considered 

Earthquake）に相当する。 

次に地震学モデルでは、J-SHIS（地震ハザードステーション）が公開している地震調査調査研究

推進本部によるハザードカーブを使用する 3),6)．そこでは多様の地震を表 5.1-4に示す 3つのカテ

ゴリーに分類し、地域ごとに各カテゴリーと全カテゴリーを合わせて評価した地震による揺れの強

さ（最大速度振幅 Vmax）と超過確率の関係（ハザードカーブ）が評価されている。図 5.1-1には新

宿駅西口の工学院大学新宿校舎に相当するメッシュでの Vmaxと 50 年超過確率（P50(Vmax )）の結果

を示すが、当該サイトでは 3つのカテゴリーの中でカテゴリーⅡが支配的であることが分かる。 

図 5.1-2に工学モデルと地震学モデルから評価した Vmaxと年超過確率（P1(Vmax )）の関係を示す
7）。まず工学モデルは、L1～L3地震に対応する Vmaxの確率密度関数（f(Vmax)）を式（2）に示す対数

正規分布と仮定し、式（3）と式（4）より P1(Vmax )を求める。ここで標準偏差σは 0.4で L1～L3地

震で共通であるが、対数中央値μは L1～L3地震の最大速度振幅（図 4.3-2）の平均値（𝑉𝑚𝑎𝑥
̅̅ ̅̅ ̅̅ ）であ

るそれぞれ 8.9cm/s，44.3cm/s，66.5cm/sと式（5）より算出した。また、L1~L3地震はそれぞれ独

立に発生すると仮定し、 L1～L3地震の年超過確率（P1(L1~L3)）から式（6）より「L1+L2+L3地震

動」の年超過確率（P1(L1+L2+L3)）を作成した。一方、地震学モデルの年超過確率（P1(カテゴリー
Ⅰ～Ⅲ)）は，J-SHISの公開データ 6）の全地震合計の 50年超過確率（P50）から式（7）より作成し

た。ここで、カテゴリーⅠとⅢの地震発生確率モデルは BPTモデルが用いられているが、ポアソン

モデルであるカテゴリーⅡに比べて影響が小さいため、単純に全てポアソンモデルとした。工学モ

デルと地震学モデルの結果を比較すると、地震学モデルによる西新宿での年超過確率は非常に高く、

L1～L3地震を合計した工学モデルよりも高い値であることが分かる。 
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表5.1-1 確率論的地震動予測地図2018年版の地震カテゴリー3)(抜粋) 

カテ 

ゴリー 
地震の特徴 

平均活動 

間隔 
地震例 

Ⅰ 

海溝型地震のうち 

震源断層を 

特定できる地震 

数十年～ 

数百年 

東北地方太平洋沖型の地震 

三陸沖北部のプレート間地震 

相模トラフ沿いの M8クラスの地震 

南海トラフの地震 

Ⅱ 

海溝型地震のうち 

震源断層を 

特定しにくい地震 

数十年～ 

数百年 

三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間地震 

三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート内地震 

太平洋プレートのプレート間及び 

プレート内の震源断層を予め特定しにくい地震 

フィリピン海プレートのプレート間及び 

プレート内の震源断層を予め特定しにくい地震 

Ⅲ 

活断層など陸域と 

沿岸海域の 

浅い地震 

数千年～ 

数万年 

主要活断層帯で発生する固有地震 

関東地域において対象評価する活断層帯で発生する地震 

地表の証拠からは活動の痕跡を認めにくい地震 

陸域で発生する地震のうち 

活断層が特定されていない場所で発生する地震 

伊豆諸島以南の震源断層を予め特定しにくい地震 

 

表5.1-2 構造設計指針（東京都2））の地震動レベル別年超過確率 

地震動レベル 超過確率 年発生確率 再現期間 入力波最大速度振幅の平均値（𝑉𝑚𝑎𝑥
̅̅ ̅̅ ̅̅ ） 

L1 50年で50％ 0.0138 72.6年 8.9cm/s（μ＝2.19） 

L2 50年で10％ 0.0021 475年 44.3cm/s（μ＝3.79） 

L3 50年で2％ 0.000404 2475年 66.5cm/s（μ＝4.20） 

 

Vmaxに関する対数正規分布： ( )
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
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…(2) 

  

速度振幅が0からVmaxまでの年発生確率： ( ) ( )dxVfVF

V

=

max

0

maxmax
 

…(3) 

  

年超過確率：（P1（Lj））＝ 年発生確率ν(Lj)×(1-F(Vmax)) （jは1～3） …(4) 

  

L1～L3地震の最大速度振幅の平均値： eV =max
 …(5) 

  

L1～L3地震を合計した年超過確率：P1(L1+L2+L3)=1-(1-P1(L1))×(1-P1(L2)) × (1-P1(L2)) …(6) 

  

年超過確率と50年超過確率の関係：P1(カテゴリーⅠ～Ⅲ)＝ ( ) 50
1

5011 P−−  
…(7) 
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 図 5.1-3に、L1~L3地震動の各 50サンプル（計 150サンプル）による入力地震動の最大速度と、

その波形を用いて評価した損傷費用期待値（E[CD]）との関係を制振モデル別に示す。次に、150サ

ンプルの損傷費用と入力最大速度の関係を対数正規分布として、表 5.1-3に示す対数中央値と標準

偏差で曲線近似した。ライフサイクルコストの計算はこの近似式を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-3 モデル別 損傷費用期待値と入力最大速度の関係 

 

表 5.1-3 図 5.1-3近似化 対数正規分布の対数平均値と標準偏差 

モデル名 D00 D44 D64 D88 

対数中央値 50cm/s 62cm/s 64cm/s 68cm/s 

標準偏差 0.3 0.25 0.23 0.23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-2 工学モデルと地震学モデルの比較 

（最大速度と年超過確率 P(a)の関係） 
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図 5.1-3の近似式から最大速度を 0～150cm/s（2cm/s刻み）で変化させて損傷費用期待値（E[CD(Lj)）
を評価し、年発生確率（v(Lj)）から供用期間－期待 LCC の関係を求める。年発生確率（v(Lj)）の

モデルとして，図 5.1-4は工学モデルを、図 5.1-5は地震学モデルであり、それぞれ地震動レベル

別、カテゴリー別に結果示す。まず工学モデルに関しては、表 4.5-1～3 に示したように損傷費用

期待値の評価では L1地震動が D00からの補強による損傷費用の低減率が最も大きかったが、LCCの

観点から損傷費用の累積値を評価すると、L1 地震動では制振補強モデルは D00 の期待 LCC を供用

期間 80年でも下回らない。一方、L2地震動では、制振補強モデルが D00の期待 LCCを下回るのは、

D44で供用期間 50～60年、D64で 60～70年、D88では 70年以降という結果となった。L3地震動で

は、損傷費用期待値は大きくなるが、地震発生確率が低いため、L1地震動同様、供用期間 80年以

内において D00の期待 LCCを下回ることはなかった。一方、地震学モデルに関しては、カテゴリー

Ⅰにおいて供用期間が 25年で、カテゴリーⅡにおいては 10年で、それぞれ D00の期待 LCCを下回

るが、発生確率の低いカテゴリーⅢでは、供用期間 80年でも下回らない結果となった。 

 次に、図 5.1-6に工学モデルと地震学モデルの期待 LCCの比較を行った結果を示す。年発生確

率（v(Lj)）として地震学モデルでは「全地震」を、工学モデルでは「L1+L2+L3」を使用した。工学

モデルでは L2 が、地震学モデルではカテゴリーⅡの年発生確率の影響が大きい。図 5.1-6 に示す

ように工学モデルと地震学モデルとで結果が大きく異なっており、工学モデルでは約 45 年、地震

学モデルではわずか 5～10 年で制振補強モデルが D00 の期待 LCC を下回った。また約 20 年以降で

D88モデルが最も低い期待 LCCとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-4 供用期間－期待 LCC関係（工学モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-5 供用期間－期待 LCC関係（地震学モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-6 供用期間－期待 LCC関係 工学モデルと地震学モデルの比較 
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図 5.1-6(b)に示したように地震学モデルにおいて、供用期間 10 年以内で制振補強モデルは D00

の期待 LCCを下回る結果となったのは、東京都心部での地震発生確率が非常に高く評価されている

ためと考えられる。そこで比較のために J-SHIS の公開データ 7）より、地震発生確率が低く評価さ

れている 2 地点の地震ハザードカーブを使用し、同様に供用期間－期待 LCC 関係の評価を行った。

対象とした地域は長崎県佐世保市吉井町立石付近（以下、長崎）と、北海道小樽市富岡一丁目付近

（以下，北海道）とした。J-SHIS のデータで公開されている 7）地震ハザードカーブ（50 年超過確

率 P50）と対象メッシュを図 5.1-7、8に、年超過確率を図 5.1-9にそれぞれ示す。新宿駅西口のメ

ッシュでは全地震（地震学モデル）が L3（工学モデル）より高く評価されていたが、今回対象とし

た地域では全地震（地震学モデル）が L1（工学モデル）と同程度か、やや上回る程度で東京都心部

と比較し地震確率が低く評価されていることが分かる。 

図 5.1-9 に示した地震ハザードカーブと D00～D88 モデルで評価した供用期間－期待 LCC 関係と

して、図 5.1-10に長崎の結果を、図 5.1-11に北海道の結果をそれぞれ示す。西新宿での結果と異

なり、今回検証した 2地点においてはどの制振補強モデルにおいても供用期間 100年以内で D00の

期待 LCC を下回ることはなかった。また、図 5.1-5、6 に示したように、対象建物に相当する地域

ではカテゴリーⅡによる影響が大きいが、今回検証した 2 地点ではカテゴリーⅡの影響は少なく、

図 5.1-10で示す長崎県ではカテゴリーⅢが，図 5.1-11で示す北海道ではカテゴリーⅠとⅢの影響

が大きいことが分かる。 

 図 5.1-6で示したように、工学モデルや地震学モデル、さらに地震学モデルにおいても対象と

する地域や考慮する地震の特徴によって地震発生確率が異なり、ライフサイクルコスト評価にも大

きな差が見受けられた。地震学モデルによる発生確率の評価には合理性があり工学にも有効な手法

と思われるが、活断層や超巨大地震など発生確率の極めて低い地震の評価やそのモデル化などには

様々な議論がある発展途上の分野である。米国に代表されるように地震学とハザード・リスク評価

手法による最新の知見を工学分野に取り込むことは今後の世界的な潮流になると思われるが、それ

らの成果を耐震設計に用いるには社会的にも様々な議論を行い、広くコンセンサスを得る必要があ

ると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-7 J-SHISの公開データ 7）（長崎県佐世保市吉井町立石付近） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-8 J-SHISの公開データ 7）（北海道小樽市富岡一丁目付近） 
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図 5.1-9 年超過確率 工学モデルと地震学モデルの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.1-10 供用期間－期待LCC関係（長崎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-11 供用期間－期待 LCC関係（北海道） 
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6.1 まとめ 

東京・新宿に建つ既存超高層建築を対象とし、非制振状態の現状モデルと制振補強モデルを用い

て損傷費用期待値を算出し、補強による低減効果を評価した。その結果、ダンパー本数増大に伴い、

最大応答値・損傷費用ともに低減することを確認した。また、損傷費用別では構造部材の他、設備

類や収容物等も大きな割合を占めていることから、設備機器の固定化や非構造部材の耐震対策も伏

せて実施することが効果的であると考える。また、L2・L3 地震動では、制振化費用を見込んだ場合

もコスト面で補強のメリットがあった。 

次に、得られた損傷費用を用いて地震発生確率を考慮した LCC評価を行った。工学的な確率評価

（工学モデル）を用いた場合は、供用期間が約 45 年で、地震学の知見を踏まえた地震動予測地図

のデータ（地震学モデル）では、わずか 5年で D00 に期待 LCC を上回る結果となった。しかしこれ

は、地震動予測地図のデータにおいて、対象とした地域の地震発生確率が高く評価されていること

が影響しており、地震発生確率が低い地域のデータを用いた場合、供用期間 100年以内で D00の期

待 LCCを上回ることはなかった。また、地震動予測地図（地震調査研究推進本部）では各地で多種

多様な地震を想定しているが、対象とする地域によって影響が大きい地震の特徴は異なる。レジリ

エンスベースドデザイン等の促進のためには最大速度振幅での評価だけでなく、応答スペクトルな

どの評価を組み合わせることや、工学と地震学が融合した確率評価モデルの作成が今後重要である

と考える。 
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第 7 章 付録（1） 
 

 

 

 

 

 

 

 

H 形鋼ブレースの地震時損傷評価 

 
 

 

 

 

 

 

 

7.1 研究の背景・目的 

7.2 既往研究の追解析 

 7.2.1 試験体概要 

 7.2.2 有限要素法解析モデル概要 

 7.2.3 入力強制変位及び解析結果 

 7.2.4 疲労破断予測法の確認 

  7.2.4.1 モデル化要素分割方法の検討 
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ウェブ フランジ

H706 1224 72 72 6 6 1224 70 6

H710 1511 90 90 4.5 4.5 1175 70 10

H1010 2159 90 90 4.5 4.5 1175 100 10 276

幅厚比幅(mm)
ヤング係数

(N/㎟)
鋼材種類

降伏強度

(N/㎟)

SS400 2.05×10⁵
295

厚さ(mm)
試験体名 全長(mm) せい(mm) 断面積(㎟) 細長比

7.1 研究の背景・目的 

 首都圏の超高層建築は想定外の巨大地震に対しても倒壊させない高い耐震性能が求められてい

る。よって我々は、首都圏に建つ既存超高層建築である工学院大学新宿キャンパス（以下、大学棟）

を対象に 3次元立体フレームモデルを作成し、応答解析を行うことにより耐震性能評価やダンパー

補強効果の評価を行っている例えば 1）。さらに、接合部やブレースといった特定の部材にも着目し、

地震後も継続使用可能かなど、有限要素解析ソフト Marc mentat2)(以下、Marc)を用いて解析を行

い、損傷評価を行っている 3）4）。そこで本研究では、昨年度行われていた既往研究 5）の追解析と大

学棟ブレースの地震時損傷評価 4）を引き続き実施した。昨年度から解析方法の改善と更なる分析を

試みた。さらに、地震後にブレースの継続使用が可能かどうかの判断材料として、地震後のブレー

スの残留変形量を計測することで、剛性低下率を推定する提案を行う。 

 

7.2 既往研究の追解析 

 大学棟 H形鋼ブレースの破断評価を行うことを目的に、既往研究 5）で実験が行われている鋼材を

Marc にて追解析を行い、低サイクル破断条件式（Manson-coffin 式）の整合性を図る。 
 

7.2.1 試験体概要 

 論文の破断実験で用いられた 3 つの試験体（H706、H710、H1010）について追解析を行った。各

試験体概要と部材諸元を表 7.2-1 に示す。降伏後の 2次勾配は E/100 のバイリニア近似とした。 

 

表 7.2-1 論文試験体概要 5） 

 

 

 

 

 

7.2.2 有限要素法解析モデル概要 

 Marc にてシェル要素解析を行う。歪が集中する中央部に分割を集中させ、全長の 1/1000 で初期

不正を与えている。ELEMENT TYPE は THIN SHELL（要素番号 139）、境界条件は図 7.2-1としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-1 解析モデル 
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7.2.3 入力強制変位及び解析結果 

 各試験体の入力強制変位（加力プロトコル）を図 7.2-2 に、解析結果として荷重変形曲線を図

7.2-3 に示す。図 7.2-3 より、解析結果と論文結果は概ね一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-2 加力プロトコル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-3 荷重変形曲線 

 

7.2.4 疲労破断予測法の確認 

 次に部材の疲労破断予測の整合性を確認する。部材の疲労破断予測には Manson-coffin 式を用い

る。有限要素解析により局部座屈に生じる材軸方向の最大塑性歪（Comp 11 of Plastic Strain）

を抽出し、累積塑性歪
hp と平均塑性歪振幅 hp をグラフ上にプロットしたものと式（1）の

Manson-coffin 式と比較し、式（1）の直線を超えたら破断が生じると考える。 

 

  13.1
3857


 hphp    （1） 

ここで、塑性歪振幅
hp はレインフロー法 6）を用いて図 7.2-4 のように定め、両振幅を 1とし

て平均塑性歪振幅 hp を算出する。局部座屈に生じる材軸方向の最大塑性歪（Comp 11 of Plastic 

Strain）を図 7.2-5 に、破断評価の結果を図 7.2-6 に示す。図 7.2-6 より、実験結果 5）と概ね一致

していることが分かる。 
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図 7.2-4 塑性歪振幅の定め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-5 最大塑性歪（Comp 11 of Plastic Strain） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-6 疲労破断予測へのプロット 
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7.2.4.1 モデル化要素分割方法の検討 

7.2.4.1.1 H1010 試験体 

 7.2.4 疲労破断予測法を検討するにあたり、有限要素解析でのモデル化の際にメッシュの分割

方法により解析結果が異なることが判明した。そこで、モデル化の際にメッシュの分割をどのよう

に行うことで論文の実験結果 5）と近い値を示すのか検討を行った。 

 まずは、H1010 試験体で分析を行う。図 7.2-7 にそれぞれのモデル図を、図 7.2-8 に最大歪部分

の要素寸法を、図 7.2-9に歪中央部の歪分布図（Comp 11 of Plastic Strain）を示す。図 7.2-9 よ

り、モデルのメッシュの分割方法により、結果が大きく異なることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-7 各モデル モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-8 各モデル 最大歪部分 要素寸法(mm) 
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Manson-Coffin式

H1010v1

H1010v2

H1010v3

H1010v4

H1010v5

H1010v6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-9 各モデル 塑性歪（Comp 11 of Plastic Strain）と最大歪値 

 

 以上の解析結果より、累積塑性歪と平均塑性歪を算出し、疲労破断予測へプロットし考察を行う。

図 7.2-10 に各モデルの結果を疲労破断予測 5）へプロットしたものを示す。図 7.2-10 より、H1010v4

が最も実験値と近い結果を示しており、分割寸法を細かくすると良いように思われる。また、ただ

細かく分割するだけでなく、正方形に近い形に分割する方が実験結果と近い結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-10 各モデル 疲労破断予測 5）へのプロット 
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Manson-Coffin式

H706v1

H706v2

H706v3

H706v4

H706v5

7.2.4.1.2 H706 試験体 

 次に、H1010 試験体と同様に、H706 試験体においても同様に検証を行う。図 7.2-11 にモデル図

を、図 7.2-12 に各モデルの最大歪部分の要素寸法を示す。ここで、v3と v5は断面積が共に 76.5

㎟と等しいが、要素の形が正方形と長方形と異なるように作成した。さらに図 7.2-13 に塑性歪

図、図 7.2-14 に疲労破断予測 5）へのプロットを示す。H1010 試験体同様の結果であり、図 7.2-14

より要素寸法を細かくするほど実験結果と近い値を示す。しかし、v3から v4のように、一定の分

割数を超えると、細かさによる影響は少ないように思える。また、v3と v5の結果より、同じ断面

積でも正方形に近い形に分割する方が、実験値に近い値を示していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-11 各モデル図 

 

 

 

 

 

図 7.2-12 各モデル 最大歪部分 要素寸法（ｍｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-13 塑性歪図（Comp 11 of Plastic Strain）と最大塑性歪値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-14 疲労破断予測 5）へのプロット 
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Manson-Coffin式

H710v1

H710v2

H710v3

H710v4

7.2.4.1.3 H710 試験体 

 H1010・H706試験体同様、H710 試験体においても同様に検証を行った。図 7.2-15 にモデル図を、

図 7.2-16 に各モデルの最大歪部分の要素寸法を示す。ここで、v3 と v4 については断面積が共に

147.32 ㎟と等しいが、分割の形を変化させた。図 7.2-17 に塑性歪図、図 7.2-18 に疲労破断予測 5）

へのプロットを示す。図 7.2-18 より今までの検証同様、要素を細かく、かつ、正方形に近い形に

分割する方が実験値と近い値を示すことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-15 各モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-16 各モデル 最大歪部分 要素寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-17 塑性歪図（Comp 11 of Plastic Strain）と最大塑性歪値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2-18 疲労破断予測 5）へのプロット 
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鋼材種類 ヤング係数（N/㎟） 降伏強度（N/㎟） ポアソン比

SS400 2.05×10⁵ 235 0.3

鋼種 ねじの呼び 2面摩擦（kN）

F10T M20 377

12F 13F 21F

ボルト本数 6+8×2 4+6×2 4+6×2

ボルト耐力（kN） 8294 6032 6032

幅 高さ 幅：B せい：H ウェブ：lw フランジ：lf 強軸 弱軸

12F 2725 3320 250 250 16 19 13196 20.9 26.8 6.58

13F 2694 3320 250 250 9 14 9124 19.8 26.8 8.93

21F 2706 4870 250 250 9 14 9124 24.9 19.7 8.93

細長比

B/２tf

断面(mm) 厚さ(mm)全体(mm)
試験体名 断面積（㎟）

細長比

7.3 大学棟への適用 

以上を踏まえ、新宿校舎大学棟（以下、大学棟）へ適用しブレース損傷度の評価を行う。 

 

7.3.1 対象ブレース概要 

 大学棟の 12階（Y14通り）、13階（X2通り）、21階（X2通り）の 3つのブレースを解析対象とす

る。12 階ブレースは文献 1）において熊本地震西原波で層間変形角が最大だったブレース、21 階ブ

レースは 2点で補剛されている、大学棟ブレースで最も縦長であり、他のブレースよりも耐力が小

さいと予想されるブレース、最後に 13 階ブレースは大学棟の一般的なブレースである。大学棟に

ある一般的な 13 階のブレースと他 2 つのブレースを比較することにより各ブレースを評価する。

表 7.3-1～7.3-2 にブレース概要と部材諸元を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7.3-1 ブレース概要 

 

 

 

 

表 7.3-2 機械的性質 

 

 

表 7.3-3 ガセットプレートと H形鋼接合部ボルト耐力 

 

 

 

 

図 7.3-1 ブレース位置 
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7.3.2 有限要素解析モデル概要 

既往の研究 4）で作成されたモデルを用い、「7.2.4.1 モデル化要素分割方法の検討」を踏まえて

Marc にてシェル要素解析モデルを作成した。使用モデルを図 7.3-3 にそれぞれ示す。歪が集中する

中央部に板厚の 2～3倍の要素で分割を集中させて作成を行った。また、全体長さの 1/1000 の初期

不整を与えた。補剛材は座屈しないと考え、トラス要素として置き換える。ボルト部分はリジッド

リンクをかけ、ELEMENT TYPE は THIN SHELL(要素番号 139)、境界条件・強制変位入力位置は図 7.3-

3 の通りである。強制変位は高さ比で補剛材の部分にも与える。 
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図 7.3-3 有限要素解析モデル 
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7.3.3 入力強制変位 

 新宿校舎の立体モデルを用いて図 7.3-4 に示す加速度波形を入力し応答解析を行う。その結果 1）

の対象ブレースの履歴結果を、図 7.3-3 の有限要素解析モデルに水平方向の強制変位として入力し

解析を行う。図 7.3-5～8 に有限要素解析モデルへの入力強制変位を示す。立体モデルへの入力地

震動は様々な特性の地震動を念頭に置き、長周期・長時間型として新宿校舎で観測された位相スペ

クトルを用いて策定した 7）、東日本大震災使用告示の L3（以下、311L3）また、L3 地震動として、

兵庫県南部地震時に JR 鷹取で観測された活断層近傍の長周期指向性パルス型波形（以下、鷹取）、

と熊本地震時に西原村で観測された波形（以下、西原）、さらに連続地震動として 311L3 後に西原

波を入力したものを用いた。なお、連続地震動は 311L3 と西原間、また、西原後に 30 秒の空白時

間を設け、作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-4 立体モデルへの入力加速度波形 
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図 7.3-5 有限要素解析 入力強制変位（311L3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-6 有限要素解析 入力強制変位（鷹取） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-7 有限要素解析 入力強制変位（西原） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-8 有限要素解析 入力強制変位（311L3→西原） 
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7.3.4 解析結果 

7.3.4.1 地震後変形図 

 図 7.3-9～12 に地震波ごとに、ブレース中央部分の変形図（Comp 11 of Plastic Strain）とブ

レース全体を真横からみた地震後の変形図をそれぞれ示す。ブレース中央部分に局部座屈が発生し、

構面外に変形していることが分かる。地震波ごと、階ごとに結果が大きく異なっており、特に入力

強制変位が大きい西原は、損傷度合いが大きいことが分かる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-9 地震後変形図（311L3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-10 地震後変形図（鷹取） 
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図 7.3-11 地震後変形図（西原） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-12 地震後変形図（311L3→西原） 
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7.3.4.2 荷重変形曲線 

 各地震波、ブレースごとの荷重変形曲線を図 7.3-13～16 に有限要素解析の結果（marc）と新宿

校舎 3次元立体フレームモデルの対象ブレースの解析結果（SNAP）の比較として示す。変形量はと

ても良く一致していることが分かるが、耐力は SNAP が過小評価になっている。これは有限要素解

析（marc）においてひずみ硬化を起こしていることが考えられる。今後、marcの解析結果を踏まえ、

より詳細な SNAP のモデル化を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-13 荷重変形曲線（311L3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-14 荷重変形曲線（鷹取） 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-15 荷重変形曲線（西原） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-16 荷重変形曲線（311L3→西原） 
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7.3.4.3 Z（構面外）方向変位 

 図 7.3-17～20 にブレース Z（構面外）方向の変形量時刻歴を地震波・ブレースごとに、残留変形

量と共に示す。単独地震波で最大の残留変形が出ているのは西原の 12階で 86ｍｍという結果であ

る。また、変形図と同様、地震波の性質により地震波・階高ごとに結果が大きく異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-17 Z 方向変位（311L3）（赤数字は残留変形量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-18 Z 方向変位（鷹取）（赤数字は残留変形量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-19 Z 方向変位（西原）（赤数字は残留変形量） 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-20 Z 方向変位（311L3→西原）（赤数字は残留変形量） 
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7.3.4.4 剛性低下率 

 図 7.3-21 に地震波・ブレースごとに算出した剛性低下率を示す。剛性の算出には、図 7.3-13～

16 の荷重変形曲線を用い、剛性低下率とは、荷重変形曲線の傾きから連続的に剛性を算出し、初期

剛性で除した値とする。単独地震動において最も剛性が低下したのは残留変形量が最大であった 12

階西原であり、初期剛性より 0.83 割の低下が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-21 地震波・ブレースごとの剛性低下率 

 

7.3.4.5 破断リスク評価 

 「7.2.4 疲労破断予測法の確認」で行った方法を大学棟ブレースへ適用し、単独地震において

破断リスク評価を行った。ただし、13F 鷹取は損傷が見受けられないため除外する。ブレース中央

部の塑性歪（Comp 11 of Plastic Strain）を図 7.3-22～24 に示す。図 7.3-25 に、図 7.3-22～24

の塑性歪から文献の手法 5）を用いてブレース破断リスク評価を行った結果を示す。今回検証した単

独地震波では、局部座屈や構面外変形、初期剛性の 0.8弱の剛性低下が見受けられたブレースにお

いても Manson-coffin 式の破断線を超えることはなく、ブレースの破断の危険性は低いことが分か

った。 
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図 7.3-22 塑性歪（311L3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-23 塑性歪（鷹取） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-24 塑性歪（西原） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-25 破断リスク評価 
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7.3.5 地震後損傷評価 

 「7.3.4.5 破断リスク評価」において、ブレース破断の危険性は少ないことが判明したが、ブレ

ースの断面性能や長さに依存することなく、地震によってブレースがどれほどの損傷を受けたのか

推定することが可能であれば、地震後にブレースの継続使用が可能かどうかなどの判断材料となる。

ここでは式（2）を用いてブレース長さ（L）と断面二次半径（i）、さらに地震後に計測が可能であ

るブレース面外変位量（Dis(z)）よりブレースの剛性低下率（β）の推定を試みる。ここで、Lは
ガセットプレート分を含んだブレース長さとし、iは強軸の断面二次モーメントであり、式(3)より

算出する。 
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図 7.3-26 式(2)の記号定義 

  

式(2)から得られる値（α）と剛性低下率（β）の関係を図 7.3-27 に、回帰直線式を式(4)に示

す。良い相関性を示しており、地震後にブレースの構面外変位量を計測することで、式(4)を用い

て剛性低下率が推定可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-27 式(2)から得られる値（α）と剛性低下率（β）の関係 
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7.4 まとめ 

既存超高層建築である新宿校舎の H形鋼ブレースを対象とし、地震時の損傷度評価を行った。そ

の結果、本論文の入力波ではブレース破断の危険性は低いことが分かった。また、地震後のブレー

ス損傷度を評価する試みとして、構面外変位量を計測することで、剛性低下率を推定する提案を行

った。 

 今後は、剛性低下したブレースの使用継続の可否、取替えの必要性、更に継続使用した場合の次

の地震（誘発地震や連鎖地震）への影響性等の詳細な分析を行う。 
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第 8 章 付録（2） 
 

 

 

 

 

 

 

 

3 次元立体フレームモデルの変更点 
（柱部材 曲げと軸力による塑性化の考慮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.1 はじめに 

8.2 手計算方法 

8.3 手計算結果と SNAP モデル自動生成の確認 

 8.3.1 節点 42-114柱 

 8.3.2 節点 1204-1288 柱 

8.4 プッシュオーバー解析による前モデルとの比較 
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8.1 はじめに 

文献 1）の「4.1.4 柱の塑性化の検証」より、最大層間変形角が 1/70を超える辺りから柱の塑

性化が発生するとのことであった。しかし、以前の柱のモデル化において、曲げによる塑性化を

考慮しているものの軸力の影響は考慮していない。しかし、熊本地震の西原波の解析結果 2）より、

層間変形角が最大で 1/30となり、1/70を大幅に超えることが分かった。そこで、軸力の影響をも

考慮した柱のモデル化の再検討が必要であると考え実施した。モデル化の際には SNAPの自動生成

を使用し、手計算との比較により、きちんとモデル化がなされているか確認を行った。 

 

8.2 手計算方法 3） 

 鉄骨断面の sN-sM曲線は図 1に示す 3折れ線になり、図中の値は、次式で与えられる 3）。 
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ここで、 

sA：鉄骨の全断面積（㎟） ※箱型/H形鋼の場合 sA=2×Af+Aw 

sσy：鉄骨の降伏強度（N/㎟） 

sZp：鉄骨の塑性断面係数（㎜ 3） 

Af：フランジの断面積（㎟） 

Aw：ウェブの断面積（㎟） 

 

8.3 手計算結果と SNAP モデル自動生成の確認 

 以上を用いた手計算結果の 2 例と、SNAP の自動生成によりモデル化された SNAP の値との比較

をそれぞれ示すが、手計算結果との一致を確認した。 

 

8.3.1 節点 42-114 柱 

 1 つ目は節点 42-114箱型柱を対象とする。部材の諸元を表 1に示す。 

 

表 1 節点 42-114柱 

幅 厚さ 断面積：A 断面二次 

モーメント：I 

塑性断面 

係数：Zp 

ウェブ 

断面積：Aw 

降伏強度：σy 

600 ㎜ 75 ㎜ 157500 ㎟ 7.38×10⁹㎜⁴ 31218750 67500 ㎟ 330N/㎟ 

 

 

[箱型/角型鋼管/H形強] 

[H形弱] 

[鋼管] 

図 1 鉄骨部分の sN-sM曲線 3） 
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 表 1より、手計算結果は以下となり、図 2に対象柱の SNAPによる自動生成画面を示すが、値の

一致が確認出来た。 

 

kNAN yucs 51975==   

kNAN yuts 51975==   

mkNZM ypps .19.10302==   

kNAN ywbs 5.111375.0 ==   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 節点 42-114柱 SNAP画面 

 

次に、「紀伊半島沖地震使用告示 L2-EW」の応答解析結果での検証を行う。対象梁の I端は 57.974

秒（967step）で降伏した。この時の軸力は、－38146.65kN であり、この時の曲げ耐力を MN図に

より求める。 

 

( ) mkNkNkN
kNkN

mkN
.52.348865.3814651975

1137551975

.19.10302
=−

−
 で降伏する。 

 

解析結果は以下の通りである。 

57.9秒（966step）＝3388.7kN.m、57.96秒（967step）＝3712.4kN.m 
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8.3.2 節点 1204-1288 柱 

 次に 2つ目の検証として節点 1204-1288箱型柱を対象とする。部材の諸元を表 2に示す。 

 

表 2 節点 1204-1288柱 

幅 厚さ 断面積：A 断面二次 

モーメント：I 

塑性断面 

係数：Zp 

ウェブ 

断面積：Aw 

降伏強度：σy 

544 ㎜ 47 ㎜ 93436 ㎟ 3.88×10⁹㎜⁴ 17466046 42300 ㎟ 330N/㎟ 

 

 表 2より、手計算結果は以下となり、図 3に対象柱の SNAPによる自動生成画面を示すが、値の

一致が確認出来た。 

 

kNAN yucs 9.30833==   

kNAN yuts 9.30833==   

mkNZM ypps .8.5763==   

kNAN ywbs 5.69795.0 ==   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 節点 1204-1288柱 SNAP画面 

 

次に、「311 地震使用告示 L2-EW」の応答解析結果での検証を行う。対象梁の J 端は 127.591 秒

（2127step）で降伏した。この時の軸力は、13301.6kNであり、この時の曲げ耐力を MN図により

求める。 

 

( ) mkNkNkN
kNkN

mkN
.2.42366.133019.30833

5.69799.30833

.8.5763
=−

−
 で降伏する。 

 

解析結果は以下の通りである。 

127.56秒（2127step）＝4011.7kN.m、127.62秒（2128step）＝4234.8kN.m 
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8.4 プッシュオーバー解析による前モデルとの比較 

 図 4 に Ai 分布を用いたプッシュオーバー解析結果の最終ステップの塑性ヒンジ図をそれぞれ

示す。前モデル（以下、前）と今回、再モデル化を行ったモデル（以下、今）とを比較し、柱の塑

性化が考慮されていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 前モデルと今回モデルの比較（塑性ヒンジ図） 

 

(b) Y15構面 

前   修 

(a) Y14構面 

前   修 

(c) Y16構面 

前   修 

(d) Y17構面 

前    修 

(e) Y18構面 

前   修 

(h) Y21構面 

前   修 
(f) Y19構面 

前   修 

(g) Y20構面 

前   修 

(i) X2構面 

前   修 

(j) X4構面 

前   修 

(k) X8構面 

前   修 
(l) X10構面 

前   修 
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